
04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

6 共通 発行者（地

方団体の長

等）

● ・本項目は、

スペースのみ

を設けて欄を

設けない。

必

須

【全団体】

　本項目について、備考に「スペースのみを設けて欄を設けない」と記

載した上で、「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　「スペースのみを設けて欄を設けない」とすることで、「実装すべき項

目」であっても、団体の選択により以下のどちらも実現できる想定で

す。

①本項目を必要とする団体

　該当するスペースに本項目を印字する。

②本項目を不要とする団体

　本項目は印字されず、空欄もできません。（ただし、帳票上の該当

スペースは空白となります。）

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

10 共通 課税明細書

の見方

● 【全団体】

　全国照会意見を踏まえて、帳票No.74「課税明細書」の項目

No.8「明細書本文」に項目No.10「明細書の見方」を統合し、本項

目は削除としてよろしいでしょうか。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

本項目として削除は良い。

№8について、そもそも課税明細書の見方

は、帳票に対してどれくらいの印字スペース

を想定しているのか？

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3 0 0 0

15 ● 土地 登記情報 氏名又は名

称

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目を不要とする団体も存在するが、納税義務者≠登記名義

人の場合、本項目が印字されることで、納税義務者が課税内容を把

握しやすいというメリットがあるため、「備考欄に印字する項目」といたし

ますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.29「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

21 ● 土地 現況情報 課税地積の

うち小規模

住宅用地地

積（㎡）

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

趣旨は十分に理解できるものであるが、

細かな項目が増えることで明細書自体が

見づらいものにならないかが懸念される。

納税通知書関連の帳票に関しては、「見

やすさ」という視点も必要であると考えてい

る。詳細な情報は名寄帳兼課税台帳で

印字されるため、課税明細書上は省略で

も良いのではないか。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

スペースの関係上難しいと思います。ま

た、宅地以外は表示されない項目となりま

すので、地方では空欄になるケースが多発

します。

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

22 ● 土地 現況情報 課税地積の

うち一般住

宅用地地積

（㎡）

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

スペースの関係上難しいと思います。ま

た、宅地以外は表示されない項目となりま

すので、地方では空欄になるケースが多発

します。

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

23 ● 土地 現況情報 課税地積の

うち非住宅

用地地積

（㎡）

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No21.22より必要ない気がします 7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

25 ● 土地 現況情報 非課税措置

の適用を受

ける地積

（㎡）

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　　非課税措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本

項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、「非課税措置の適用を受ける地積（㎡）」を示すこと

で住民にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備

考欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.29「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

登記地積と現況（課税）地積の差分が

非課税地積であることが多いため、備考

欄ではなく、非課税地積欄があったほうが

よいと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

ほぼ全ての団体が了承しているため事務局案といたしま

す。

26 ● 土地 現況情報 非課税措置

の適用を受

ける地目

非課税措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　　本項目は、例えば「宗教法人が本来の用に供する宅地」があった

場合には、「宅地（地目）」と印字するのではなく、「非課税措置の

類型」を印字するほうが、納税者にとってわかりやすいと考えられるた

め、本項目の小分類を「非課税措置の類型」に修正し、「備考欄に

印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.29「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、

備考欄のスペースを考慮して、印字の優

先順位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

ほぼ全ての団体が了承しているため事務局案といたしま

す。

32 ● 家屋 主棟と附属

棟の別

● 「主棟」「附

属棟」等と印

字する方法

のほか、「1-

1」「1-2」等

番号で印字

する方法も

可能

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　　同一敷地内に家屋が複数棟あり、主棟と附属棟として管理される

例は、全体のうち一部であり、本項目について枠を設ける必要性はな

いと考えます。

　しかしながら、「主棟と附属棟の別」を示すことで住民にとってわかりや

すい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字する項目」

といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

主棟と付属棟の別を示す必要はないと考

えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

当市においては１物件を１課税台帳とし

ているため、１明細の中に「主棟」「附属

棟」が存在した場合はどのような印字とな

るのか不明。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 10 2 0 0 反

映

す

る

■事務局方針

ほとんど全ての団体から了承いただきましたので「備考欄に

印字」として反映いたします。

04_固定資産税

74

課税明細書

WT⑧検討用

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

W

T

対

象

構

成

員

回

No

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見1.

諾

2.

否

3.

保

4.

そ



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

04_固定資産税

74

課税明細書

WT⑧検討用

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

W

T

対

象

構

成

員

回

No

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見1.

諾

2.

否

3.

保

4.

そ

33 ● 家屋 建物番号

物件番号

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　これまでのWTにおいても「建物番号」という項目を要件化した経緯

はなく、その意味するところが不明確であります。

　本項目は、資産ごとに付番する固有の番号であると考えられ、これま

でのWTの経緯から「物件番号」であると考えられるため、本項目の小

分類を「物件番号」とした上で、必要性について伺います。

　本項目を「物件番号」に修正した上で、「備考欄に印字する項目」と

いたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

　なお、本項目が「実装すべき項目」又は「備考欄に印字する項目」と

なった場合は、土地についても「物件番号」を要件化し、本項目と同じ

取扱いといたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

建物番号も物件番号も示す必要ないと

考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

物件を特定するための項目であれば、追

加項目である所在地の近くに印字された

方がよいと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.

その

他

本市では、「建物番号」として、区分建物

の部屋番号を記載しています。区分表題

登記の「建物の名称」に記載されている番

号を表示しています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 9 2 0 1 反

映

す

る

概ね了承いただきましたので反映いたします。

34 ● 家屋 登記情報

現況情報

構造 ● 必

須

【全団体】

　家屋については、「（登記）構造」は不要であり、「（現況）構造」

は必要であると考えられます。

　項目No.34「構造」の中分類を「現況情報」としてよろしいでしょう

か。

　登記情報としての構造が必要な場合は、その理由を教えてください。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

35 ● 家屋 登記情報

現況情報

種類 用途 ● 必

須

【全団体】

　家屋については、「（登記）種類」は不要であり、「（現況）用途」

は必要であると考えられます。

　項目No.35「種類」を、中分類「現況情報」小分類「用途」としてよ

ろしいでしょうか。

　登記情報としての種類が必要な場合は、その理由を教えてください。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

38 ● 家屋 現況情報 増築区分

増改築区分

● 備

考

欄

に

印

字

　残課題WTで、家屋における増築又は改築部分を示すフラグを「増

改築フラグ」として要件化したため、本項目の小分類を「増改築区分」

に修正いたします。

【全団体】

　市町村内に存在する家屋全体のうち増改築された家屋は一部であ

ると考えられ、帳票No.74「課税明細書」の項目No.38「増改築区

分」について、「備考欄に印字する項目」としてよろしいでしょうか。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

39 ● 家屋 登記情報 床面積

（㎡）

● 【全団体】

　全国照会意見において、家屋には、土地と比べて未登記の物件が

多く、「（登記）床面積」は不要であるとの意見があります。

　全国照会意見を受けて本項目「（登記）床面積（㎡）」を削除

いたしますが、よろしいでしょうか。

　項目No.40「（現況）床面積」は「実装すべき項目」のままといたし

ます。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

土地と印字を統一する観点から、印字は

必要と考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.

その

他

不要との意見があるので、大筋で了承で

すが、家屋の中では、登記物件に比べて

未登記の物件は少ないので、登記床面

積の表示があってもよいのではと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 10 1 0 1 要

検

討

（全団体）

改めて、本項目の印字の有無について伺います。

44 ● 土地 固定資産税 小規模住宅

用地負担水

準

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。負担水

準が納税者知らされても大半の納税者は

意味すら理解できない項目。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

必須かどうかの判断が難しいですが、当初

は表示が必要だったと記憶してます

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

45 ● 土地 固定資産税 一般住宅用

地負担水準

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。負担水

準が納税者知らされても大半の納税者は

意味すら理解できない項目。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

必須かどうかの判断が難しいですが、当初

は表示が必要だったと記憶してます

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

46 ● 土地 固定資産税 非住宅用地

負担水準

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。負担水

準が納税者知らされても大半の納税者は

意味すら理解できない項目。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

必須かどうかの判断が難しいですが、当初

は表示が必要だったと記憶してます

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

追加 ● 土地 都市計画税 小規模住宅

用地負担水

準

● 　都市計画税に関する印字項目を要件化した同帳票を、別途要件

化いたします。

　なお、別途要件化した帳票において「実装すべき項目」とするか「備

考欄に印字する項目」とするかは、固定資産税の項目の整理に合わ

せます。

● 3.

保

留

都市計画税は導入していないので、イメー

ジできません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 1 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

04_固定資産税

74

課税明細書

WT⑧検討用

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

W

T

対

象

構

成

員

回

No

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見1.

諾

2.

否

3.

保

4.

そ

48 ● 土地 都市計画税 一般住宅用

地負担水準

● 　都市計画税に関する印字項目を要件化した同帳票を、別途要件

化いたします。

　なお、別途要件化した帳票において「実装すべき項目」とするか「備

考欄に印字する項目」とするかは、固定資産税の項目の整理に合わ

せます。

● 3.

保

留

都市計画税は導入していないので、イメー

ジできません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 1 0

49 ● 土地 都市計画税 非住宅用地

負担水準

● 　都市計画税に関する印字項目を要件化した同帳票を、別途要件

化いたします。

　なお、別途要件化した帳票において「実装すべき項目」とするか「備

考欄に印字する項目」とするかは、固定資産税の項目の整理に合わ

せます。

● 3.

保

留

都市計画税は導入していないので、イメー

ジできません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 1 0

50 ● 土地 固定資産税 本則課税標

準額

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳毎の本則額の表示は、

確認項目としていないのかが疑問が残る。

なお、本則額は現在通知していない。その

ことによる問い合わせもない。課税標準額

と名の付く項目が、本則課税標準額、前

年課税標準額、課税標準額と3種類に

なりわかり難い表示となる。

なお、住宅用地の内訳毎に本則を表示し

た場合、明細行が2～3倍に増えるため、

課税明細の枚数が増加し、各種費用

（郵便料や帳票代金）、保管場所、発

送作業量が増加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

本則課税標準額の標記までは必要ない

と考えます。

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

必須かどうかの判断が難しい 6 4 1 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

51 ● 土地 都市計画税 本則課税標

準額

● 　都市計画税に関する印字項目を要件化した同帳票を、別途要件

化いたします。

　なお、別途要件化した帳票において「実装すべき項目」とするか「備

考欄に印字する項目」とするかは、固定資産税の項目の整理に合わ

せます。

● 3.

保

留

都市計画税は導入していないので、イメー

ジできません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

1 1 1 0

58 ● 土地 固定資産税 小規模住宅

用地課税標

準額

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No21と同様で無理な気がします。備考

欄に「住宅軽減在り」など文言表示が多

いと思います

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

59 ● 土地 固定資産税 一般住宅用

地課税標準

額

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No21と同様で無理な気がします。備考

欄に「住宅軽減在り」など文言表示が多

いと思います

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

60 ● 土地 固定資産税 非住宅用地

課税標準額

● 　税額の計算過程を、納税者へお知らせするという課税明細書の趣

旨を踏まえ、「実装すべき項目」といたしますがよろしいでしょうか？

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

住宅用地の内訳は現在通知していない。

そのことによる問い合わせもない。

住宅用地の内訳を表示した場合、明細

行が2～3倍に増えるため、課税明細の

枚数が増加し、各種費用（郵便料や帳

票代金）、保管場所、発送作業量が増

加する。

＜疑義＞

①住宅用地の内訳が2つ以上（例：小

規模+一般）の場合に、合計額を表示

する明細行を出力しないとわかり難い。そ

の場合、さらに明細行が1行増える事にな

る。

②課税明細書の表示を必須とするのであ

れば、証明書関係についても、合計表示

ではなく、合計及び内訳を表示しないと帳

票間のつじつまが合わない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No.21と同じ 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

紙面に限りがあるので、実装すべき項目ま

では必要ないと考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

No21と同様で無理な気がします。備考

欄に「住宅軽減在り」など文言表示が多

いと思います

7 4 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

61 ● 土地 都市計画税 小規模住宅

用地課税標

準額

● 　都市計画税に関する印字項目を要件化した同帳票を、別途要件

化いたします。

　なお、別途要件化した帳票において「実装すべき項目」とするか「備

考欄に印字する項目」とするかは、固定資産税の項目の整理に合わ

せます。

● 3.

保

留

都市計画税は導入していないので、イメー

ジできません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 1 0

62 ● 土地 都市計画税 一般住宅用

地課税標準

額

● 　都市計画税に関する印字項目を要件化した同帳票を、別途要件

化いたします。

　なお、別途要件化した帳票において「実装すべき項目」とするか「備

考欄に印字する項目」とするかは、固定資産税の項目の整理に合わ

せます。

● 3.

保

留

都市計画税は導入していないので、イメー

ジできません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 1 0

63 ● 土地 都市計画税 非住宅用地

課税標準額

● 　都市計画税に関する印字項目を要件化した同帳票を、別途要件

化いたします。

　なお、別途要件化した帳票において「実装すべき項目」とするか「備

考欄に印字する項目」とするかは、固定資産税の項目の整理に合わ

せます。

● 3.

保

留

都市計画税は導入していないので、イメー

ジできません。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 1 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

04_固定資産税

74

課税明細書

WT⑧検討用

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

W

T

対

象

構

成

員

回

No

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見1.

諾

2.

否

3.

保

4.

そ

64 ● 土地 課税標準の

特例措置の

類型

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　課税標準の特例措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部で

あり、本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、課税標準の特例措置の対象となる資産を示すことで

住民にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考

欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.29「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、

備考欄のスペースを考慮して、印字の優

先順位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄

に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、

ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

65 ● 土地 減免措置の

類型

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　減免措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項

目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、減免措置の対象となる資産を示すことで住民にとって

わかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字す

る項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.29「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、

備考欄のスペースを考慮して、印字の優

先順位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

■事務局方針

概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄

に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、

ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

66 ● 家屋 課税標準の

特例措置の

類型

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　課税標準の特例措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部で

あり、本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、課税標準の特例措置の対象となる資産を示すことで

住民にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考

欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、

備考欄のスペースを考慮して、印字の優

先順位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

■事務局方針

概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄

に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、

ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

67 ● 家屋 税額の減額

措置の類型

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　税額の減額措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、

本項目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、税額の減額措置の対象となる資産を示すことで住民

にとってわかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に

印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、

備考欄のスペースを考慮して、印字の優

先順位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

■事務局方針

概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄

に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、

ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

68 ● 家屋 減免措置の

類型

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　減免措置の対象となる資産は、資産全体のうち一部であり、本項

目について枠を設ける必要性はないと考えます。

　しかしながら、減免措置の対象となる資産を示すことで住民にとって

わかりやすい帳票になると考えられるため、本項目は「備考欄に印字す

る項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、

備考欄のスペースを考慮して、印字の優

先順位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

■事務局方針

概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄

に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、

ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

69 ● 土地 課税標準の

特例措置の

適用開始年

度

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、項目No.64「（土地）課税標準の特例措置の

類型」と組み合わせることで、納税者によりわかりやすいものとなるため

の項目であると考えられるため、項目No.64と同様に「備考欄に印字

する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.29「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

適用が開始された年度ではなく適用が終

了する年度の出力を希望します。終了す

る年度を知ることで納税者は税額がいつ

上がるかが分かりやすくなると考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者は、当該年度の適用有無がわか

ればよいので、印字は不要と考える。（時

限措置される課税標準の特例措置も多く

ないため。）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 10 2 0 0 反

映

す

る

（全団体）

G市から不要との意見を頂いているので、本項目が不要

であるかについてお伺いします。

70 ● 土地 減免措置の

適用開始年

度

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、項目No.65「（土地）減免措置の類型」と組み

合わせることで、納税者によりわかりやすいものとなるための項目である

と考えられるため、項目No.65と同様に「備考欄に印字する項目」とい

たしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.29「（土地における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

適用が開始された年度ではなく適用が終

了する年度の出力を希望します。終了す

る年度を知ることで納税者は税額がいつ

上がるかが分かりやすくなると考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者は、当該年度の適用有無がわか

ればよいので、印字は不要と考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 10 2 0 0 反

映

す

る

（全団体）

G市から不要との意見を頂いているので、本項目が不要

であるかについてお伺いします。

71 ● 家屋 課税標準の

特例措置の

適用開始年

度

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、項目No.66「（家屋）課税標準の特例措置の

類型」と組み合わせることで、納税者によりわかりやすいものとなるため

の項目であると考えられるため、項目No.66と同様に「備考欄に印字

する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

適用が開始された年度ではなく適用が終

了する年度の出力を希望します。終了す

る年度を知ることで納税者は税額がいつ

上がるかが分かりやすくなると考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者は、当該年度の適用有無がわか

ればよいので、印字は不要と考える。（時

限措置される課税標準の特例措置も多く

ないため。）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 9 2 0 0 反

映

す

る

（全団体）

G市から不要との意見を頂いているので、本項目が不要

であるかについてお伺いします。

72 ● 家屋 税額の減額

措置の適用

開始年度

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、項目No.67「税額の減額措置の類型」と組み合

わせることで、納税者によりわかりやすいものとなるための項目であると

考えられるため、項目No.67と同様に「備考欄に印字する項目」といた

しますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

適用が開始された年度ではなく適用が終

了する年度の出力を希望します。終了す

る年度を知ることで納税者は税額がいつ

上がるかが分かりやすくなると考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者は、当該年度の適用有無がわか

ればよいので、印字は不要と考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 10 2 0 0 反

映

す

る

（全団体）

G市から不要との意見を頂いているので、本項目が不要

であるかについてお伺いします。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

04_固定資産税

74

課税明細書

WT⑧検討用

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類
対

応

W

T

対

象

構

成

員

回

No

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見1.

諾

2.

否

3.

保

4.

そ

73 ● 家屋 減免措置の

適用開始年

度

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目について、項目No.68「減免措置の類型」と組み合わせるこ

とで、納税者によりわかりやすいものとなるための項目であると考えられ

るため、項目No.68と同様に「備考欄に印字する項目」といたします

が、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

適用が開始された年度ではなく適用が終

了する年度の出力を希望します。終了す

る年度を知ることで納税者は税額がいつ

上がるかが分かりやすくなると考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者は、当該年度の適用有無がわか

ればよいので、印字は不要と考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 10 2 0 0 反

映

す

る

（全団体）

G市から不要との意見を頂いているので、本項目が不要

であるかについてお伺いします。

79 ● 土地 固定資産税 相当税額 ● 必

須

【全団体】

　「相当税額」を必要とする場面は、ある納税義務者に係る固定資

産税の年税額のうち、特定の資産分に相当する税額を説明するとき

であると考えられます。

　本帳票については、複数の資産を一覧としてまとめたものであり、納

税通知書と同封して送付するものであるため納税義務者の年税額も

一緒に通知することになります。

　したがって、本項目を印字することで、年税額のうち、特定の資産分

に相当する税額を示すことが可能になり、納税者にとってわかりやすい

帳票となると考えられます。

　本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

80 ● 家屋 固定資産税 相当税額 ● 必

須

【全団体】

　「相当税額」を必要とする場面は、ある納税義務者に係る固定資

産税の年税額のうち、特定の資産分に相当する税額を説明するとき

であると考えられます。

　本帳票については、複数の資産を一覧としてまとめたものであり、納

税通知書と同封して送付するものであるため納税義務者の年税額も

一緒に通知することになります。

　したがって、本項目を印字することで、年税額のうち、特定の資産分

に相当する税額を示すことが可能になり、納税者にとってわかりやすい

帳票となると考えられます。

　本項目を「実装すべき項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

83 土地 合計筆数 ● 削

除

【全団体】

　本帳票は、納税者が所有する資産ごとの課税内容を分かりやすい

ように示すことが目的であると考えられます。

　そのため、本帳票において、資産を合計した情報は不要であると考

えられるため、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

資産を多く所有している納税者の場合、

資産の明細が複数頁に跨いで出力されま

す。地目別に集計した筆数を出力すること

で課税内容の全体像が分かりやすくなると

考えています。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者にわかりやすいため、あったほうがよ

いと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

本項目を必要とする団体は備考に記載が

良いと思われる。

9 3 0 0 反

映

す

る

■事務局方針

必要と回答いただいた団体意見を踏まえて、備考欄に印

字といたします。

84 土地 共用土地の

合計筆数

● 削

除

【全団体】

　本帳票は、納税者が所有する資産ごとの課税内容を分かりやすい

ように示すことが目的であると考えられます。

　そのため、本帳票において、資産を合計した情報は不要であると考

えられるため、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者にわかりやすいため、あったほうがよ

いと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

本項目を必要とする団体は備考に記載が

良いと思われる。

10 2 0 0 反

映

す

る

（G市）

No83合計筆数があれば、そのうち共用土地の筆数まで

は不要と考えますがいかがでしょうか。なお、「共用土地の

筆数」を追加する場合、土地と家屋の並びの観点から、

「区分所有家屋の棟数」についても検討の必要がありま

す。

85 家屋 合計棟数 ● 削

除

【全団体】

　本帳票は、納税者が所有する資産ごとの課税内容を分かりやすい

ように示すことが目的であると考えられます。

　そのため、本帳票において、資産を合計した情報は不要であると考

えられるため、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

資産を多く所有している納税者の場合、

資産の明細が複数頁に跨いで出力されま

す。合計棟数を出力することで課税内容

の全体像が分かりやすくなると考えていま

す。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

納税者にわかりやすいため、あったほうがよ

いと考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

え

が

異

な

る

）

本項目を必要とする団体は備考に記載が

良いと思われる。

9 3 0 0 反

映

す

る

■事務局方針

必要と回答いただいた団体意見を踏まえて、備考欄に印

字といたします。

追加検討② ● 土地・家屋 資産区分

（土地・家

屋の別）

● 必

須

【全団体】

　本帳票において、印字項目「資産区分（土地・家屋の別）」を「実

装すべき項目」として要件化する方針といたしますが、よろしいでしょう

か。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.

その

他

資産区分として、土地・家屋に+して共

（共用土地）を希望します。

共用土地であることを明確化すれば、案

内等の際などもスムーズになると考えます。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 11 0 0 1 反

映

す

る

■事務局方針

概ね了承いただきましたので印字項目「資産区分（土

地・家屋の別）」を「実装すべき項目」として要件化しま

す。

（I市）区分所有の持分割合の印字によって、共用土

地か共用土地以外の土地かの区分も明確にできるた

め、資産区分として「共用土地」を要件化する必要性は

ないと考えられます。また、共用土地を要件化するのであ

れば、区分所有家屋についても要件化する必要性が出

てきますが、事務局として資産区分は土地・家屋といたし

ます。

追加検討④ ● 家屋 現況情報 非課税措置

の適用を受

ける床面積

（㎡）

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　土地において、項目No.25「非課税措置の適用を受ける地積

（㎡）」を「備考欄に印字する項目」として要件化する方針であるた

め、家屋についても「非課税措置の適用を受ける床面積（㎡）」を

「備考欄に印字する項目」として追加いたしますが、よろしいでしょう

か。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。

追加検討⑤ ● 家屋 現況情報 非課税措置

の適用を受

ける地目

非課税措置

の類型

●

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　土地において、項目No.26「非課税措置の類型」を「備考欄に印

字する項目」として要件化する方針であるため、家屋についても「非課

税措置の類型」を「備考欄に印字する項目」として追加いたしますが、

よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることとなった場合

は、項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

一物件に類型が複数適用される場合、

備考欄のスペースを考慮して、印字の優

先順位または編集が必要になると考える。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

概ね全団体から了承いただきましたので本項目は備考欄

に印字といたします。

（G市）

複数類型がある場合や優先順位の実現につきましては、

ベンダの実装にゆだねることとしたいと考えております。

追加検討⑥ ● 家屋 新築住宅特

例適用最終

年の表示

● 備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目については、項目No.67「税額の減額措置の類型」と同じ位

置に印字する方針です。

　期限切れによる問い合わせの例も多い特例であるため、項目

No.67と同様に「備考欄に印字する項目」として追加いたしますが、よ

ろしいでしょうか。

※項目No.41「（家屋における資産ごとの）備考」に印字する整理

といたします。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

OK 12 0 0 0 反

映

す

る

了承いただきましたので反映いたします。



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

27 ● 納税義務者

情報

共有情報 共有者氏名

又は名称

● 削

除

　共有されている物件については、共有代表者の情報は

項目No.21～23の「納税義務者情報」に印字されること

と整理いたします。

　なお、共有代表者以外の共有者の情報の印字方法

（備考欄に印字するか「外○名」のような記載として共有

代表者情報と同じ欄に印字するか）については、各ベンダ

のパッケージにおける実装に委ねる想定です。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

28 共通 納税貯蓄組

合名称

● 削

除

【全団体】

　納税貯蓄組合が設定されている場合は、納税通知書の

送付先情報として納税貯蓄組合が設定されていれば充分

であり、送付先情報とは別に本項目を印字する必要はな

いと考えますが、納税貯蓄組合を設定している場合に、本

項目は必要でしょうか。

①必要

②不要

③納税貯蓄組合が存在しない。

● ● 4.

その

他

②

納税組合の場合、

納税通知書と納付

書は一冊に纏めませ

ん。

別々に出力し、それ

ぞれを各組合の組

合長に渡して組合

長が組合員に配布

することが多いです。

現在A市の加盟団

体では、納税組合

分の通知書作成は

行っている団体はあ

りません。

なお、以前納税組

合での徴収を行って

いた際には、納税組

合コード等を表示す

る事で、山分け（振

り分け）を行ってい

ました。

② ③納税貯蓄組合が

存在しない

1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ ③納税貯蓄組合が

存在しない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

③

令和３年度時点で

は、当該組合に対し

て賦課はしていませ

ん。

4.

その

他

②不要 ③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ ③ ② 4.

その

他

スペース的に厳しい

ければ無くても良い

（納税貯蓄組合自

体が少なくなっている

認識です）

3 0 0 3 ①必要：なし

②不要：（５団体）A市、B市、G市、K市、地方税共

同機構

③納税貯蓄組合が存在しない。：（6団体）C市、D

市、E市、H市、I市、J市

必要とする団体がないため、削除といたします。

48 資産計 固定資産税

及び都市計

画税

収納済額 ● 削除　収納済額は、更正の際に必要となる印字項目と考えま

すが、「納税通知書」に印字するのではなく、「更正賦課決

定通知書」において印字する方針です。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.

その

他

再発行する際におい

て、納税義務者がど

こまで納付済みであ

るかを把握できるなど

の有用性があると考

えます。（昨今、高

齢者などが通知書を

紛失する、納税した

かどうかを忘れている

などのケースが見受

けられます。）

1 0 0 1

04_固定資産税

71

納税通知書（土地・家屋・償却資産）

WT⑧検討用

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

W

T

対

象

構

成

員

回

No

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

04_固定資産税

71

納税通知書（土地・家屋・償却資産）

WT⑧検討用

A市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

W

T

対

象

構

成

員

回

No

B市

分

類
詳細ご回答欄

C市

分

類
詳細ご回答欄

D市

分

類
詳細ご回答欄

E市

分

類
詳細ご回答欄

F市

分

類
詳細ご回答欄

G市

分

類
詳細ご回答欄

H市

分

類
詳細ご回答欄

I市

分

類
詳細ご回答欄

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市

分

類
詳細ご回答欄

地方税共同機構

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の
49 資産計 固定資産税

及び都市計

画税

差引年税額 ● 削除　差引年税額は、更正の際に必要となる印字項目と考え

ますが、「納税通知書」に印字するのではなく、「更正賦課

決定通知書」において印字する方針です。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

No.49と同回答 1 0 0 0

50 資産計 固定資産税

及び都市計

画税

相続分割税

額に係る相

当課税標準

額

● 削

除

【全団体】

　項目No.51「相続分割税額」を「備考欄に印字する項

目」として要件化しており、相続分割税額に係る相当課

税標準額の印字は不要であると考えられます。

　したがって、本項目は削除いたしますが、よろしいでしょう

か。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

相続分割として専

用に管理していない

が、按分課税と考え

た場合

持ち分相当分の課

標、税額を表示した

ほうが良い。

※区分所有欄と併

用で良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 4.

その

他

本項目を削除した

場合、「相続分割

税額に係る相当課

税標準額」の印字で

はなく、全体に係る

課税標準額が印字

される認識でよいの

でしょうか。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

当市では、法第9条

の相続人に対する

納税義務の承継時

の通知書では相続

分割税額に係る相

当課税標準額も

（手作業で）表示

している。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 9 2 0 1 要検討

G市が反対している。

51 資産計 固定資産税

及び都市計

画税

相続分割税

額

● 【全団体】

　賦課期日以降に納税義務者が死亡した場合に、法定

相続分で按分した税額がどのように印字されているのか教

えてください。

①「年税額」の欄とは別に「相続分割税額」の欄がある。

②「年税額」の欄に「相続分割税額」を印字して、備考欄

に「相続分割持分」を印字する。

③「年税額」の欄には、分割前の税額が印字され、備考

欄に「相続分割税額」が印字される。

④その他（具体的に）

● ● 4.

その

他

④年税額（個人所

有+持分課税分）

を管理。「区分所有

税額（確定税額

ベース）」の欄があり

「相続分割税額」欄

は、管理していませ

ん。

年税額欄には「個

人所有+持分課税

分」の合算分を表

示。

※課税方法の設定

で、按分課税するこ

とは可能。

④現在は相続分割

税額は印字していな

い

4.

その

他

「年税額」の欄に按

分後の税額が印字

され、納通余白に相

続按分課税に関す

る案内文が表示され

る。

4.

その

他

④相続人代表届も

しくは現所有者届を

提出してもらい、その

方に課税している。

相続分割は基本的

に行っていない。

4.

その

他

相続分割税額を印

字していない。

4.

その

他

④相続分割税額の

印字はありません。

4.

その

他

②

現行はシステムでの

印字は行っていない

が、年税額欄に相

続分割税額を（手

作業で）表示してい

る。相続分割持分

は表示していない。

4.

その

他

当初納通のままで何

も印字していない

③

現行システムにおい

ては、印字する仕様

がないため、別途通

知などを同封しま

す。

④相続分割税額は

印字していない

④法定相続分で税

額を按分する機能を

実装していません。

標準化にあたっては

②の取扱いを希望し

ます。

団体への質問事項

（相続分割税額を

表示する認識があり

ません）

0 0 0 7 ①「年税額」の欄とは別に「相続分割税額」の欄がある。

→（なし）

②「年税額」の欄に「相続分割税額」を印字して、備考欄

に「相続分割持分」を印字する。

→（2団体）G市（手入力）、K市（希望）

③「年税額」の欄には、分割前の税額が印字され、備考欄

に「相続分割税額」が印字される。

→（なし）

④その他（具体的に）：（３団体）A市、C市、I市

⑤何も印字していない：（６団体）B市、D市、E市、F

市、H市、J市

54 固定資産税 土地・家屋 区分所有に

係る税額

● ※区分所有

の場合の納

税通知の記

載について検

討中。

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目は、納税義務者のうち、区分所有資産を所有し

ている者へ送付する場合のみ必要になります。

　しかしながら、残課題WTにおいて、「区分所有に係る税

額」を印字している団体もあったことから、本項目を、「備考

欄に印字する項目」といたしますが、よろしいでしょうか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する項目」とすることと

なった場合は、「（共通）備考」を「実装すべき項目」とし

て追加し、そこに印字する整理といたします。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

「区分所有に係る税

額」とは、敷地権付

き家屋における土地

持分税額のことで

合っていますでしょう

か。

認識に間違いなけれ

ば備考欄に印字す

るのではなく、独自の

欄を設けたほうがよ

いと考えます。

各自治体において

該当物件が存在し

ており、対象件数も

多くあると推察される

ためです。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

単有と区分所有物

件両方を所有されて

いる方についてのお

話しでしょうか？全

体の数字が必要に

なるのは証明書への

評価額だけという認

識でした。

11 1 0 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

追加検討① 共通 振替方法 備考欄に印字【全団体】

　団体から、帳票No.71～73「納税通知書（土地・家

屋・償却資産）」「納税通知書（土地・家屋）」「納税

通知書（償却資産）」に、印字項目「振替方法（全期

前納による振替か期別ごとの振替かの区別）」を追加して

ほしいとの意見をいただいており、「備考欄に印字する項

目」といたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

振替方法を印字し

得る「備考」がどこに

あたるかが不明であ

るため回答保留。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

他の口座情報と同

様に実装すべき項

目とすべきではない

か。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 9 2 1 0 要検討

G市が反対している。

追加検討② 共通 報奨金 備考欄に印字【全団体】

　団体から、帳票No.71～73「納税通知書（土地・家

屋・償却資産）」「納税通知書（土地・家屋）」「納税

通知書（償却資産）」に、印字項目「全期前納報奨金

の金額」を追加してほしいとの意見をいただいておりますが、

本項目を不要とする団体もあるため、「備考欄に印字する

項目」としてよろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。

※現在、当市では

全期前納報奨金制

度はありません（過

去に廃止）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

全期前納報奨金の

金額を印字し得る

「備考」がどこにあた

るかが不明であるた

め回答保留。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 10 1 1 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

追加 共通 備考 必須　本帳票において、「備考欄に印字する項目」とする項目

の印字欄を確保する必要があるため、「（共通）備考」を

「実装すべき項目」として追加いたします。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

27 ● 納税義務者

情報

共有情報 共有者氏名

又は名称

● 削

除

　共有されている物件については、共有代

表者の情報は項目No.21～23の「納税

義務者情報」に印字されることと整理いた

します。

　なお、共有代表者以外の共有者の情

報の印字方法（備考欄に印字するか

「外○名」のような記載として共有代表者

情報と同じ欄に印字するか）については、

各ベンダのパッケージにおける実装に委ね

る想定です。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

28 共通 納税貯蓄組

合名称

● 削

除

【全団体】

　納税貯蓄組合が設定されている場合

は、納税通知書の送付先情報として納

税貯蓄組合が設定されていれば充分であ

り、送付先情報とは別に本項目を印字す

る必要はないと考えますが、納税貯蓄組

合を設定している場合に、本項目は必要

でしょうか。

①必要

②不要

③納税貯蓄組合が存在しない。

● ● 4.そ

の

他

②

納税組合の場合、

納税通知書と納付

書は一冊に纏めませ

ん。

別々に出力し、それ

ぞれを各組合の組

合長に渡して組合

長が組合員に配布

することが多いです。

現在A市の加盟団

体では、納税組合

分の通知書作成は

行っている団体はあ

りません。

なお、以前納税組

合での徴収を行って

いた際には、納税組

合コード等を表示す

る事で、山分け（振

り分け）を行ってい

ました。

② 4.そ

の

他

納税貯蓄組合がな

いため、不明

1.

諾

（

大

筋

OK

）

本項目は不要であ

り、削除対応でいい

と考えます。

③納税貯蓄組合が

存在しない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

③

令和３年度時点で

は、当該組合に対し

て賦課はしていませ

ん。

4.そ

の

他

②不要 ③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

② 4.そ

の

他

スペース的に厳しい

ければ無くても良い

（納税貯蓄組合自

体が少なくなっている

認識です）

4 0 0 4 ①必要：なし

②不要：（５団体）A市、B市、G市、K市、地方税共

同機構

③納税貯蓄組合が存在しない。：（７団体）C市、D

市、E市、F市、H市、I市、J市

必要とする団体がないため、削除といたします。

46 資産計 固定資産税

及び都市計

画税

相続分割税

額に係る相

当課税標準

額

● 削

除

【全団体】

　項目No.47「相続分割税額」を「備考

欄に印字する項目」として要件化してお

り、相続分割税額に係る相当課税標準

額の印字は不要であると考えられます。

　したがって、本項目は削除いたしますが、

よろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

相続分割として専用

に管理していない

が、按分課税と考え

た場合

持ち分相当分の課

標、税額を表示した

ほうが良い。

※区分所有欄と併

用で良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 4.そ

の

他

本項目を削除した

場合、「相続分割

税額に係る相当課

税標準額」の印字で

はなく、全体に係る

課税標準額が印字

される認識でよいの

でしょうか。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

当市では、法第9条

の相続人に対する

納税義務の承継時

の通知書では相続

分割税額に係る相

当課税標準額も

（手作業で）表示

している。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 9 2 0 1 要検討

G市が反対している。

47 資産計 固定資産税

及び都市計

画税

相続分割税

額

● 【全団体】

　賦課期日以降に納税義務者が死亡し

た場合に、法定相続分で按分した税額が

どのように印字されているのか教えてくださ

い。

①「年税額」の欄とは別に「相続分割税

額」の欄がある。

②「年税額」の欄に「相続分割税額」を印

字して、備考欄に「相続分割持分」を印

字する。

③「年税額」の欄には、分割前の税額が

印字され、備考欄に「相続分割税額」が

印字される。

④その他（具体的に）

● ● 4.そ

の

他

④年税額（個人所

有+持分課税分）

を管理。「区分所有

税額（確定税額

ベース）」の欄があり

「相続分割税額」欄

は、管理していませ

ん。

年税額欄には「個人

所有+持分課税

分」の合算分を表

示。

※課税方法の設定

で、按分課税するこ

とは可能。

④現在は相続分割

税額は印字していな

い

4.そ

の

他

「年税額」の欄に按

分後の税額が印字

され、納通余白に相

続按分課税に関す

る案内文が表示さ

れる。

4.そ

の

他

④相続人代表届も

しくは現所有者届を

提出してもらい、その

方に課税している。

相続分割は基本的

に行っていない。

4.そ

の

他

相続分割税額を印

字していない。

4.そ

の

他

④相続分割税額の

印字はありません。

4.そ

の

他

②

現行はシステムでの

印字は行っていない

が、年税額欄に相

続分割税額を（手

作業で）表示してい

る。相続分割持分

は表示していない。

4.そ

の

他

当初納通のままで

何も印字していない

4.そ

の

他

③

現行システムにおい

ては、印字する仕様

がないため、別途通

知などを同封しま

す。

④相続分割税額は

印字していない

④法定相続分で税

額を按分する機能

を実装していませ

ん。

標準化にあたっては

②の取扱いを希望し

ます。

団体への質問事項

（相続分割税額を

表示する認識があり

ません）

0 0 0 8 ①「年税額」の欄とは別に「相続分割税額」の欄がある。

→（なし）

②「年税額」の欄に「相続分割税額」を印字して、備考欄

に「相続分割持分」を印字する。

→（2団体）G市（手入力）、K市（希望）

③「年税額」の欄には、分割前の税額が印字され、備考欄

に「相続分割税額」が印字される。

→（なし）

④その他（具体的に）：（３団体）A市、C市、I市

⑤何も印字していない：（６団体）B市、D市、E市、F

市、H市、J市

50 固定資産税 土地・家屋 区分所有に

係る税額

● ※区分所有

の場合の納

税通知の記

載について検

討中。

備

考

欄

に

印

字

【全団体】

　本項目は、納税義務者のうち、区分所

有資産を所有している者へ送付する場合

のみ必要になります。

　しかしながら、残課題WTにおいて、「区

分所有に係る税額」を印字している団体

もあったことから、本項目を、「備考欄に印

字する項目」といたしますが、よろしいでしょ

うか。

　WT検討の結果、「備考欄に印字する

項目」とすることとなった場合は、「（共

通）備考」を「実装すべき項目」として追

加し、そこに印字する整理といたします。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

4.そ

の

他

「区分所有に係る税

額」とは、敷地権付

き家屋における土地

持分税額のことで

合っていますでしょう

か。

認識に間違いなけれ

ば備考欄に印字す

るのではなく、独自の

欄を設けたほうがよ

いと考えます。

各自治体において

該当物件が存在し

ており、対象件数も

多くあると推察される

ためです。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

単有と区分所有物

件両方を所有されて

いる方についてのお

話しでしょうか？全

体の数字が必要に

なるのは証明書への

評価額だけという認

識でした。

9 1 0 1 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

分

類
詳細ご回答欄

A市 B市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

C市 D市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

04_固定資産税

新規

納税通知書（土地・家屋）

WT⑧検討用

No

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考
理由・統合先の項目等

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

E市 F市 G市 H市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

I市W

T

対

象

構

成

員

回

集計結果 仕

様

反

事務局意見
1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市 地方税共同機構



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

分

類
詳細ご回答欄

A市 B市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

C市 D市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

04_固定資産税

新規

納税通知書（土地・家屋）

WT⑧検討用

No

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類 小分類

対

応

方

明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

備考
理由・統合先の項目等

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

E市 F市 G市 H市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

I市W

T

対

象

構

成

員

回

集計結果 仕

様

反

事務局意見
1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市 地方税共同機構

追加検討① 共通 振替方法 備考欄に印字【全団体】

　団体から、帳票No.71～73「納税通

知書（土地・家屋・償却資産）」「納税

通知書（土地・家屋）」「納税通知書

（償却資産）」に、印字項目「振替方

法（全期前納による振替か期別ごとの振

替かの区別）」を追加してほしいとの意見

をいただいており、「備考欄に印字する項

目」といたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

振替方法を印字し

得る「備考」がどこに

あたるかが不明であ

るため回答保留。

2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

他の口座情報と同

様に実装すべき項

目とすべきではない

か。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 8 2 1 0 要検討

G市が反対している。

追加検討② 共通 報奨金 備考欄に印字【全団体】

　団体から、帳票No.71～73「納税通

知書（土地・家屋・償却資産）」「納税

通知書（土地・家屋）」「納税通知書

（償却資産）」に、印字項目「全期前

納報奨金の金額」を追加してほしいとの

意見をいただいておりますが、本項目を不

要とする団体もあるため、「備考欄に印字

する項目」としてよろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。

※現在、当市では

全期前納報奨金制

度はありません（過

去に廃止）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

全期前納報奨金の

金額を印字し得る

「備考」がどこにあた

るかが不明であるた

め回答保留。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 10 1 1 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

追加 共通 備考 必須　本帳票において、「備考欄に印字する項

目」とする項目の印字欄を確保する必要

があるため、「（共通）備考」を「実装す

べき項目」として追加いたします。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称

27 ● 納税義務者

情報

共有情報 共有者氏名

又は名称

● 削

除

　共有されている物件については、共有代

表者の情報は項目No.21～23の「納税

義務者情報」に印字されることと整理いた

します。

　なお、共有代表者以外の共有者の情

報の印字方法（備考欄に印字するか

「外○名」のような記載として共有代表者

情報と同じ欄に印字するか）については、

各ベンダのパッケージにおける実装に委ね

る想定です。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1 0 0 0

28 共通 納税貯蓄組

合名称

● 削

除

【全団体】

　納税貯蓄組合が設定されている場合

は、納税通知書の送付先情報として納

税貯蓄組合が設定されていれば充分であ

り、送付先情報とは別に本項目を印字す

る必要はないと考えますが、納税貯蓄組

合を設定している場合に、本項目は必要

でしょうか。

①必要

②不要

③納税貯蓄組合が存在しない。

● ● 4.そ

の

他

②

納税組合の場合、

納税通知書と納付

書は一冊に纏めませ

ん。

別々に出力し、それ

ぞれを各組合の組

合長に渡して組合

長が組合員に配布

することが多いです。

現在A市の加盟団

体では、納税組合

分の通知書作成は

行っている団体はあ

りません。

なお、以前納税組

合での徴収を行って

いた際には、納税組

合コード等を表示す

る事で、山分け（振

り分け）を行ってい

ました。

② ③納税貯蓄組合が

存在しない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ ③納税貯蓄組合が

存在しない。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

② ③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ 1.

諾

（

大

筋

OK

）

③ ② 4.そ

の

他

スペース的に厳しい

ければ無くても良い

（納税貯蓄組合自

体が少なくなっている

認識です）

4 0 0 2 ①必要：なし

②不要：（５団体）A市、B市、G市、K市、地方税共

同機構

③納税貯蓄組合が存在しない。：（6団体）C市、D

市、E市、H市、I市、J市

必要とする団体がないため、削除といたします。

33 償却資産 固定資産税 軽減税額 ● 削

除

【全団体】

　償却資産における軽減税額は、制度上

定義不要かと考えます。

　したがって、本項目は削除いたしますが、

よろしいでしょうか。

● ● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

差し支えありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 11 0 0 0 同意いただきましたので、反映いたします。

36 償却資産 固定資産税 相続分割税

額に係る相

当課税標準

額

● 削

除

【全団体】

　項目No.37「相続分割税額」を「備考

欄に印字する項目」として要件化してお

り、相続分割税額に係る相当課税標準

額の印字は不要であると考えられます。

　したがって、本項目は削除いたしますが、

よろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

相続分割として専用

に管理していない

が、按分課税と考え

た場合

持ち分相当分の課

標、税額を表示した

ほうが良い。

※区分所有欄と併

用で良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 4.そ

の

他

本項目を削除した

場合、「相続分割

税額に係る相当課

税標準額」の印字で

はなく、全体に係る

課税標準額が印字

される認識でよいの

でしょうか。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

差し支えありません。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 9 1 0 1 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

37 償却資産 固定資産税 相続分割税

額

● 【全団体】

　賦課期日以降に納税義務者が死亡し

た場合に、法定相続分で按分した税額が

どのように印字されているのか教えてくださ

い。

①「年税額」の欄とは別に「相続分割税

額」の欄がある。

②「年税額」の欄に「相続分割税額」を印

字して、備考欄に「相続分割持分」を印

字する。

③「年税額」の欄には、分割前の税額が

印字され、備考欄に「相続分割税額」が

印字される。

④その他（具体的に）

● ● 4.そ

の

他

④年税額（個人所

有+持分課税分）

を管理。「区分所有

税額（確定税額

ベース）」の欄があり

「相続分割税額」欄

は、管理していませ

ん。

年税額欄には「個人

所有+持分課税

分」の合算分を表

示。

※課税方法の設定

で、按分課税するこ

とは可能。

④現在は相続分割

税額は印字していな

い

4.そ

の

他

「年税額」の欄に按

分後の税額が印字

され、納通余白に相

続按分課税に関す

る案内文が表示さ

れる。

4.そ

の

他

④相続人代表届も

しくは現所有者届を

提出してもらい、その

方に課税している。

相続分割は基本的

に行っていない。

4.そ

の

他

相続分割税額を印

字していない。

4.そ

の

他

④：左記のような事

例が発生しても、法

定相続分による税

額の按分や、当該

按分に基づく通知等

を行っておりません。

4.そ

の

他

当初納通のままで

何も印字していない

4.そ

の

他

③

現行システムにおい

ては、印字する仕様

がないため、別途通

知などを同封しま

す。

④相続分割税額は

印字していない

④法定相続分で税

額を按分する機能

を実装していませ

ん。

標準化にあたっては

②の取扱いを希望し

ます。

団体への質問事項

（相続分割税額を

表示する認識があり

ません）

0 0 0 7 ①「年税額」の欄とは別に「相続分割税額」の欄がある。

→（なし）

②「年税額」の欄に「相続分割税額」を印字して、備考欄

に「相続分割持分」を印字する。

→（１団体）、K市（希望）

③「年税額」の欄には、分割前の税額が印字され、備考欄

に「相続分割税額」が印字される。

→（なし）

④その他（具体的に）：（３団体）A市、C市、I市

⑤何も印字していない：（６団体）B市、D市、E市、G

市、H市、J市

追加検討 共通 振替方法 備考欄に印字【全団体】

　団体から、帳票No.71～73「納税通

知書（土地・家屋・償却資産）」「納税

通知書（土地・家屋）」「納税通知書

（償却資産）」に、印字項目「振替方

法（全期前納による振替か期別ごとの振

替かの区別）」を追加してほしいとの意見

をいただいており、「備考欄に印字する項

目」といたしますが、よろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

振替方法を印字し

得る「備考」がどこに

あたるかが不明であ

るため回答保留。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

概ね差し支えない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 9 1 1 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

納税通知書（償却資産）

WT⑧検討用

04_固定資産税

新規

小分類

対

応

方

No 明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

W

T

対

象

構

成

員

回

I市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見
1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

E市

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類
分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

A市 B市 C市 D市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市 地方税共同機構F市 G市 H市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

71_当初納税通知書（更正分を含む）（土地・家屋・償却資産）と同様の整理といたします。

※「73_当初納税通知書（更正分を含む）（償却資産）」から、「収納済額」、「差引年税



04_固定資産税_標準仕様書（案）帳票印字項目

業務

帳票No.

帳票名称 納税通知書（償却資産）

WT⑧検討用

04_固定資産税

新規

小分類

対

応

方

No 明細

表示項目
実装すべき

項目

実装しても

しなくても良

い項目

W

T

対

象

構

成

員

回

I市

理由・統合先の項目等
分

類
詳細ご回答欄詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

集計結果 仕

様

反

事務局意見
1.

諾

（

2.

否

（

3.

保

留

4.

そ

の

E市

備考

実装してもしなくても良い項目の仕分け

大分類 中分類
分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

A市 B市 C市 D市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類

J市

分

類
詳細ご回答欄

K市 地方税共同機構F市 G市 H市

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

分

類
詳細ご回答欄

71_当初納税通知書（更正分を含む）（土地・家屋・償却資産）と同様の整理といたします。

※「73_当初納税通知書（更正分を含む）（償却資産）」から、「収納済額」、「差引年税

追加検討 共通 報奨金 備考欄に印字【全団体】

　団体から、帳票No.71～73「納税通

知書（土地・家屋・償却資産）」「納税

通知書（土地・家屋）」「納税通知書

（償却資産）」に、印字項目「全期前

納報奨金の金額」を追加してほしいとの

意見をいただいておりますが、本項目を不

要とする団体もあるため、「備考欄に印字

する項目」としてよろしいでしょうか。

● ● 2.

否

（

考

えが

異

な

る

）

備考欄を多用せず

に専用項目を用意

したほうが良い。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

よろしいと考えます。

※現在、当市では

全期前納報奨金制

度はありません（過

去に廃止）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

3.

保

留

全期前納報奨金の

金額を印字し得る

「備考」がどこにあた

るかが不明であるた

め回答保留。

1.

諾

（

大

筋

OK

）

概ね差し支えない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

1.

諾

（

大

筋

OK

）

ＯＫ 9 1 1 0 概ね同意いただきましたので、反映いたします。

追加 共通 備考 必須　本帳票において、「備考欄に印字する項

目」とする項目の印字欄を確保する必要

があるため、「（共通）備考」を「実装す

べき項目」として追加いたします。

● 1.

諾

（

大

筋

OK

）

概ね差し支えない。 1.

諾

（

大

筋

OK

）

2 0 0 0


